
筑西広域市町村圏事務組合 
平成28・29年度 入札参加申請要項 

 

 
１ 受付期間  平成２８年２月１日（月）～平成２８年２月２９日（月） 
        （土曜日、日曜日及び祝日を除く） 
 
２ 受付時間  午前の部 9時～11時30分まで 午後の部 13時～16時30分まで 
 
３ 受付場所  筑西消防署２階 筑西広域市町村圏事務組合事務局隣受付会場 
 
４ 申請方法  持参とします。 
 

５ 申請資格  次のいずれかに該当する場合は、入札参加資格申請を受け付けることができません。 

(1) 地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定による入札に係る契約を締結する

能力を有しない又は破産者で復権を得ない場合 

(2) 地方自治法施行令第１６７条の４第２項の規定による筑西広域市町村圏事務組合

の入札参加制限を受けている場合 

(3) 入札参加資格申請における重要な事項について虚偽の記載をし、又は重要な事実

について記載をしなかった場合 

(4) 国税、県税及び市町村税等を滞納している場合 

(5) 営業に関する許可、認可等を必要とする場合に、当該許可等を受けていない場合 

 

６ 資格有効期間  平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日（２年間有効） 
 
７ 申請書類    申請業種ごとに２から順番にまとめ、ファイルに綴じて提出してください。（Ａ４サ

イズ縦型）ファイルの色は、建設工事は青系、測量・コンサルは黄系、物品・役務は
赤系とします。 

          

※表紙・背表紙に、「平成２８・２９年度入札参加資格申請書」と「申請区分」及び「商号
又は名称」を記入してください。 

８ その他   (1) 申請書類は、黒のボールペンで記入するか指定様式へのパソコンによる直接入力で
お願いします。 

(2) 申請時に書類不備があった場合は受理できませんので、要項をよく確認のうえ提

出願います。 

(3) 要項及び様式は筑西広域市町村圏事務組合ホームページでダウンロードできます。  

  ホームページアドレス http://www.tikusei.or.jp  

 

９ 問い合わせ先  筑西広域市町村圏事務組合 事務局 企画財政課財政グループ 

          ℡０２９６－２２－７９７９ 

 

 ※ この申請の受付をされていない方は、当組合と取引ができません。入札参加及び物品売買等の取引
を希望する方は、必ず申請してください。なお、次回までの2年間は、原則として追加申請の受付は
しません。 

 

 

  

http://www.tikusei.or.jp/


（別紙） 

「申請書一覧」下記の表から、申請業種各列の、◎印が該当するものです。 

申  請  項  目 

申 請 区 分 

記  入  事  項 
建 

設 

工 

事 

測 

量 

・ 

ｺﾝ 
ｻﾙ 

物 

品 

・ 
役 

務 

１ 
平成２８・２９年度入札参加資
格申請書添付書類受付表 

◎ ◎ ◎ 

ファイルには綴じず、申請者チェック及び
下部必要事項を記入のうえ持参すること。 

２ 
一般（指名）競争入札参加資格
審査申請書 

◎ ◎ ◎ 

指定様式の代表者印は本社実印とする。 
※①物品・役務については、別紙、物品役
務等営業種目一覧表を参照。 

３ 
建設業許可証明書又は許可通
知、登録証明書等 

◎ ◎ ◎ 
許認可等を受けている場合は写しを添付
すること。 

４ 
経営規模等評価結果通知書 

総合評定値通知書 
◎   

写し可 
※②申請日以前１年７ヶ月以内のものに
限る。 

５ 工事経歴書 ◎ 
 

 
任意様式 

※③直近２ヶ年分を提出すること。 

６ 業務経歴書  ◎ ◎ 
任意様式 

５の※③参照。 

７ 経営規模等総括表  ◎ ◎ 指定様式 

８ 営業所等一覧表 ◎ ◎ ◎ 

指定様式又は任意様式 

営業所等に委任がある場合は、当該営業所
に赤色のアンダーラインを引くこと。 

本店のみの場合は、営業所等名称欄に『本
店』と記入し提出すること。 

９ 

納税証明書 

ア 法人事業者の場合 

①法人（市町村）民税 

②法人県民・事業税 

（茨城県は様式４０号の
４（イ）） 

③法人税・消費税 

（様式３の３） 

イ 個人事業者の場合 

①市町村の納税証明書 

②個人事業税 

（茨城県は様式４０号の
４（イ）） 

③申告所得税・消費税 

（様式３の２） 

◎ ◎ ◎ 

写し可 

納税証明書の発行場所は次のとおり。 

左の①は、市町村役場から。 

左の②は、都道府県税事務所から 

※④：①②共通：本社からの委任行為があ
る場合は、その営業所等を所管する機関か
ら発行された証明書とする。 

左の③は、本社を所管する税務署から発行
された証明書とする。 

※⑤申請日以前３ヶ月以内の証明日のも
のであること。 

10 財務諸表（決算書） 
 

◎ ◎ 
写し 

直近の１年分とする。 
次頁へ続く 



11 使用印鑑届 ◎ ◎ ◎ 指定様式の代表者印は本社実印とする。 

12 印鑑証明書 ◎ ◎ ◎ 
写し可 

９の※⑤参照 

13 委任状（受任者がある場合） ◎ ◎ ◎ 
指定様式（委任期間は平成28年4月1日
～平成29年3月31日まで） 

14 
商業登記簿謄本（法人） 

代表者の身分証明書（個人） 
◎ ◎ ◎ 

写し可 

９の※⑤参照 

15 建設業退職金共済契約者証 ◎   
写し 

※⑥加入の場合は提出すること。 

 
組合員名簿 ◎ ◎ ◎ 

任意様式 

※⑦協同組合等が申請する場合のみ提出
してください。 

 

 

 

 


